
平成30年12月20日

津波対策まちづくり計画（防災・安全）

平成31年度　～　平成33年度　（3年間） 伊豆市

津波に対する避難可能時間内に住民及び主要観光施設利用者が最寄りの津波避難施設や津波浸水想定区域外に避難できる割合を１００％とする。

（H31当初） （H32末） （H33末）

津波到達時間までに津波避難施設や津波浸水想定区域外に避難できる割合（土肥地区津波浸水地区）

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H31 H32 H33 H34 H35

1-A-1 防災 一般 伊豆市 直接 地区公共施設等整備（土肥地区） 300

合計 300

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H31 H32 H33 H34 H35

1-B-1

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H31 H32 H33 H34 H35

1-C-1

合計 0

番号 備考

100.0%

計画の目標

当初現況値

計画の期間

土肥地区津波浸水地区
（津波到達時間までに避難できる割合＝津波到達時間までに避難できる津波浸水地区内人口及び観光施設等利用者／津波浸水地区内人口及
び観光施設等利用者）

90.4%

要素となる事業名 全体事業費
（百万円）事業者

市町村名

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式

0(百万円)全体事業費

90.4%

津波避難施設１基

効果促進事業費の割合

社会資本総合整備計画

定量的指標の現況値及び目標値

計画の名称

交付対象

静岡県第4次地震被害想定により市が想定していた津波高や津波到達時間が変更となり、避難に要する時間短縮を目的とした津波避難施設を整備し、住民等の生命を守り、安全・安心なまちづくりを実現する。

事業者

伊豆市 伊豆市

事業者

一体的に実施することにより期待される効果

事業内容
市町村名

備考
最終目標値中間目標値

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
0.0%

事業実施期間（年度）

全体事業費
（百万円）

300(百万円)

要素となる事業名

（事業箇所）

Ａ Ｂ Ｃ

交付対象事業

（延長・面積等）

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

0(百万円)300(百万円)

番号

番号

事業内容
市町村名

港湾・地区名

要素となる事業名

一体的に実施することにより期待される効果

全体事業費
（百万円）



（参考図面）

計画の名称 津波対策まちづくり計画（防災・安全）

計画の期間 平成31年度　～　平成33年度　（3年間） 伊豆市
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別紙２

計画の名称：　津波対策まちづくり計画　　　　　　　　　都道府県名：　静岡県

チェック欄

①上位計画等との整合性

②地域の課題への対応（地域の課題と整備計画の目標の整合性）

①整備計画の目標と定量的指標の整合性

②定量的指標の明瞭性

③目標と事業内容の整合性

④事業の効果（要素事業の相乗効果等）の見込みの妥当性

①円滑な事業執行の環境（事業熟度、住民等の合意形成等を踏まえた事業実施の
確実性）

②地元の機運（住民、民間等の活動・関連事業との連携等による事業効果発現の確
実性）

Ⅲ．計画の実現可能性

Ⅰ．目標の妥当性

社会資本整備総合交付金チェックシート

Ⅱ．計画の効果・効率性

（汎用タイプ）

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ

レ


